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      学 位 論 文 の 要 約 

 

 

北京理工大学の曲三強先生は北海道大学法学研究科の知的財産法研究会1で以下の根本的な質

問を指摘した：著作権間接侵害事件において侵害の有無の判断を下す際に、中国の裁判例では間

接関与者の主観的な「過失」要素を考慮することは常態となっているが、これに対して、日本で

は主観的な「過失」要素を考慮しない原因は何でしょうか。 

この問題に答えるために、まず日中両国の法制度の差異を比較してその原因を明確させる必要

がある。 

日本法では差止責任と損害賠償責任が截然と分けている法制度を取っている。日本の裁判例に

おいて共同不法行為によって間接関与者の責任を追及する試みをしたことがあるが、差止不能の

ことが問題となる。この問題を解決するために、裁判例では規範的行為主体論（カラオケ法理や

総合考慮法理）を持ち出した結果、間接関与者の主観的「過失」の有無を判断しないで関与行為

を直接侵害行為に擬制させる帰責方策は裁判例の主流となる。もう一方、中国法の下で差止責任

と損害賠償責任を分けて判断するわけではなく、民事責任として一括判断することが慣行である。

アメリカ DMCA によって確立された「セーフ・ハーバー」規則を見本として参照した中国立法は

共同不法行為で侵害責任を追及する仕組みとなっている。共同不法行為で関与者の責任を追及す

ることが可能となるために、主観的な「過失」要素を加えて侵害の有無を判断しなければならな

い。 

では、著作権間接侵害問題において、日本とまったく違う帰責方策を採択している中国はどん

な問題を有しているか。 

中国最高裁が発表した「司法解釈」に対する解釈2によると、中国の間接関与者（プロバイダー

等）は対象物が権利者の著作権に侵害するかどうかの合法性を事前に審査する義務を持っていな

い、さらに最低限の審査義務も負わない。つまり、侵害となった対象物は間接関与者のホームペ

ージの見やすい所で現れない限り、間接関与者の主観的な「過失」は権利者の侵害警告を受けて

から発生したものであり、この主観的な過失を有しているので、権利者は共同不法行為という方

策を通じて、間接関与者の差止責任と損害賠償責任を追及することができるようになった。中国

法の裁判例を整理した結果、ほぼの事件において「知るべき」要件という主観的な「過失」要件

を手かけとして間接侵害責任を追及することが分かる。 

もっとも、以下の問題も同時に発生する。すなわち、 

一、主観的な「過失」が存在しない限り、差止も不可能となる 

権利者は間接関与者に侵害警告の通知を発しないままに、直接的に訴訟を提起する場合には、

間接関与者の主観状況は「知らない」から「知っている」までに転換する過程はないから、主観

的な「過失」も生じない。そうすれば、共同不法行為に該当するための主観的な「過失」要件は

存在しないから、侵害責任を認定できなくなり、差止も不可能となる。実務的には、違法対象物

を間接侵害者のウェブサイトから即時に取り外したい権利者は多いから、裁判例では権利者は違

                                                             
1
 2014 年 9 月 25 日（木）に北海道大学経済学部大会議室（3F 301 号室）で曲三強先生は「中国における商標法

の歴史、現状及び未来」というテーマでご報告された。 
2
 王艳芳「<最高人民法院关于审理侵害信息网络传播权民事纠纷案件适用法律若干问题的规定>理解与适用」『中国

版权』2013 年第 1 期 20 頁。 
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法対象物を発見した次第に、すぐ間接関与者に権利侵害の通知を発送し、違法対象物をすぐ取り

外すことを求めるはほぼの例である。もっとも、①万一、侵害通知という前置手続きが分からな

い権利者は現れれば、この差止不能の問題が出る可能性も小さくないと言える。②汎亜対百度サ

イト音楽ファイルダウンロード事件のように、具体的なＵＲＬを有さず、歌曲名だけが書いてい

る侵害警告は有効な通知とならないから、プロバイダの主観的な「過失」を認定できない結果、

権利者からの差止請求も不能となってしまう。この場合にも権利者を救済するほかの手段は存在

しない。 

二、侵害作品が出現する時点から侵害の通知を受けて侵害作品を削除するまでに生じた損害は

請求できないこと 

たとえ合理的な期間内（たとえば 7 日以内）で間接関与者は侵害対象物を削除しても、権利者

にとって莫大な損害を受けたので、損害賠償を請求する必要性も十分ありえる時もある。たとえ

ば、上映中の映画作品は無断で動画共同投稿サイトにアップされて、権利者の侵害警告通知を受

けて権利者は即時に（7 日ぐらいの「合理的な時間内で」）この映画作品を取り外しても、すでに

７日ほどユーザーの誰でも閲覧できる状況となっていた以上、言うまでもなく権利者に莫大な損

害を与えたことは争いがないだろう。「合理的な時間」を超えた以後に発生した損害はプロバイダ

ー等の間接関与者に賠償責任を課させるが、侵害作品が動画共同投稿サイトに出現する時点から

侵害の通知を受けて侵害作品を削除するまでの間に生じた莫大な損害に関して、権利者にこの部

分の損害を請求する条文上の根拠はない。 

この二つの問題を解決するあたって、まったく違う法制度を採択している日本を参照する価値

は絶対的に低くないと思われる。何か有益な建言を受けられるかもしれないという考え方を以っ

て日本法の考察に入る必要がある。 

 日本の法律条文と裁判例を整理した結果、『中国侵権責任法』の 36 条 2 項の「通知・削除」規

則を有効に働けない場合には違法著作物を削除することができないから日本の規範的主体論（カ

ラオケ法理・総合考慮法理）を導入して、主観的用要件を考慮せずに間接関与者の侵害責任を追

及することが望む。 

しかし、日本の規範的行為主体論方策は大きなデメリットが存在していることを示した。即ち、

著作権法で直接に規制している直接行為は適法に該当するかどうかの議論を完全に忽せにして、

私的使用目的複製の論点は主体論の裏に隠れてしまう効果を生じて、著作権法対象外の主体も一

網打尽にするの混獲現象と権利制限規定の空洞化現象を生じることを指摘する見解もある。日本

の規範的行為主体論をこのままに中国法の解釈論に移植すれば、著作権侵害の撲滅のみを過度に

推進した結果、動画投稿共同サイトや自炊代行サービスが消滅するよう事態を生じる可能性があ

るだろう。せっかく技術の飛躍的進展に伴い、新たな商品開発やサービスが創生され、より利便

性の高い製品が需用者の間に普及することを期待しているが、法律上の問題によってこのような

素晴らしい技術を応用できなくなった結果は非常に残念である。 

 幸いに日本のプロバイダ責任法 3 条 1 項は、プロバイダ等に侵害の有無の調査を負担させない

構造を作って理想的な解決策を提示した。つまり、規範的行為主体論によってインターネットに

関わる間接関与者の差止責任を認めてから、損害賠償責任を判断する際に、一定の要件3を満足す

れば、間接関与者の損害賠償責任を免じられる。こうすれば、違法著作物への差止請求を認めら

れる同時に、主観的「過失」も存在しない間接関与者の損害賠償責任を免じられる。両者の利益

                                                             
3
技術的に送信を防止する措置を講じることが可能な場合であって、かつ、権利が侵害されていることを知ってい

たか、問題の情報の流通を知っていた場合であって、さらに権利侵害を知ることができた相当な理由がある場合

でなければ、プロバイダ等は権利者に対する損害賠償責任を負わない。 
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を一定の程度で平衡を立ち、権利者に対する過度の保護を与える結果も避けられる。だから、中

国では日本の規範的行為主体論を孤立で導入すべきではなく、規範的行為主体論の拡大適用効果

へのブレーキとしてプロバイダ責任法 3 条 1 項の損害賠償責任を制限する条文を同時に導入すべ

きではないかと思われる。 

もっとも、先述のように日本の裁判例ではこの法律の本意に沿って忠実的に解釈論を取ってい

るわけではなかった。具体的に言えば、プロバイダ責任法 3 条 1 項の但し書きでは、プロバイダ

は権利侵害情報の「発信者」に該当する場合には、損害賠償責任を免じられないと規定している。   

しかし、「発信者｣に該当するかどうかの判断は侵害主体論と同様の法理で認定した結果、差止請

求が認められる場合には、常に損害賠償請求の免責も認められなくなる。これすれば、プロバイ

ダ責任法の存在意義が骨抜きにされる恐れがある。 

 したがって、日本と同じ窮屈な状況に落ち込まないように、立法や司法解釈を修正する場合に

は、インターネットおける間接関与者の損害賠償責任に対する「セーフ・ハーバー」として機能

しているプロバイダ責任法 3 条 1 項を導入する際に、但書きで規定している「発信者」4に該当す

る時の例外を中国法に移植しないように注意すべきだろう。 

 

 

 

 

                                                             
4
「ただし、当該関係役務提供者が当該権利を侵害した情報の発信者である場合は、この限りでない」。  


